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ウス）」と記述した。 
3) 詳細は「高齢者生活福祉センター運営事業実施
要綱」を参照。 
4) 全国厚生関係部局長会議資料（老人保健福祉
局1999.1.19）「介護サービスの基盤整備につい
て」より。 
5) 福祉政策の決定や実施は、多様な組織が関与す
るため、各行為主体を位置づけ、行為を把握す
るためには組織間関係に注目することが有効で
あるという（藤村1999：12）。ことから、本研究
においては、施策の設置主体である自治体と実
質的な設置（建設）と運営を委託された社会福
祉法人間の施策導入時のやり取りを組織間関係
の一部とみて考察した。 
6) 本研究の主旨を逸脱しない範囲で、法人Yを特定
すると予測される内容については、一部変更し
た。 
7) 正式には「特定施設入所者生活介護施設」とし
て指定したケアハウスである。本稿では、当時
の公文書の記載名でもあり法人Yが使用してき
た名称でもある「ケアハウス（介護型）」を用い
て記述した。 
8) シルバーハウジングは、後に住生活基本計画（全
国計画）（閣議決定2006.9.19）に基づき、関係
省庁間の密接な連携・協働により、住生活の安
定の確保及び向上の促進に関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、住生活安定向上
施策推進会議が設置され、シルバーハウジング・
プロジェクトが促進されている。住宅政策の一
事業であるが、他の福祉施策同様に高齢者の保
険福祉計画に位置付けられてきた事業であ
る。1994（平成6）年の「高齢者保健福祉十か年
戦略の見直しについて（新ゴールドプラン）」で、
住宅対策・まちづくりの推進として位置づけ、
高齢者や障害者に配慮した住宅の整備や、生活
支援機能の付加された高齢者向け住宅の整備と
して、介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）
や、高齢者向け公共賃貸住宅、高齢者世話付住
宅（シルバーハウジング）等があげられた。ま
た「ゴールドプラン21」では、特養退所者やひ
とり暮らしに不安を感じている高齢者など、生 
 
 
 
活支援を要する高齢者が居住できるケアハウ
スや支援ハウスの整備とともに、地域生活支援
体制の整備として、高齢者や障害者に配慮した
住宅の整備、高齢者世話付住宅（シルバーハウ
ジング）等への生活援助員の派遣やデイサービ
スセンターの一体的整備等が推進された。 
9) 要綱によると、単独設置ではなく、デイサービ
スセンター（通所介護事業）等に併設して設置
運営する施設である。これによって、介護支援
機能、居住機能、交流機能を併せ持つ施設とし
ている。法人Yは、既に2000（平成12）年に通所
介護事業を開設していた。 
10）武智は、行政主導で実施されてきた在宅福祉事
業に、民間が参入するようになり90年代のホー
ムヘルプ派遣事業を例に、実施の構造が複雑化・
多元化したというが、福祉サービスの「民間委
託」が、自由な競争市場ではなく、仕切られた
市場において限定された枠内で実施されている
と述べている（武智1996：194-198）。本研究の
例は、2000年代の例ではあるが、90年代と同様
として検討してもよいだろう。 
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